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付属資料１．ラトヴィア共和国概況

ラトヴィア共和国概況

1991年８月 20日に独立回復を宣言して以来、ラトヴィア共和国は 1922年憲法の再発効を行い、

同憲法に基づいた政治体制及び行政組織の整備による旧ソ連体制の一掃と、国連や欧州評議会な

どの国際機関への加入により主権国家としての地位を確立した。

昨年 1998年 10月の総選挙により成立したクリシュトパンス氏を首相とする少数派内閣は政権の

安定が不安視されていたが、1999 年２月に社会民主連合との協力取極めが結ばれたことにより

1999年度予算が無事に成立し、順調な内政運営が行われつつある。

また、1994年からは市場経済へ移行するために、国営企業の民営化(1998月７月終了予定)や土

地所有を自由化するための土地所有法の制定(1996 年)、投資家を保護するための破産法の制定

(1996年)などの体制改革と法律の整備が進められている。経済動向は 1996年以降急速に回復し、

経済(ＧＤＰ)成長率は 1996年 3.3％、1997年 6.5％と堅調な動きを見せていた。しかし、1998年は

輸出総額の約２割を占める最大の貿易相手国であったロシアの経済危機により同国向け輸出が減

少し、「ラ」国経済成長率の鈍化が懸念されている。また、農産品・加工食品業や繊維工業などの

軽工業製品業では従業員の大量解雇が行われており、失業率(1997年 7.0％)の上昇による社会不安

増大も懸念されている。
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一般事情
１．面　積 約６万5,000km2（日本のおよそ６分の１）
２．人　口 約246万人　民族構成は、ラトヴィア人55.5％、ロシア人32.4％など。
３．首　都 リーガ（人口約81万人）
４．公用語 ラトヴィア語
５．宗　教 ルター派プロテスタント（60％）、カトリック（30％）、その他ロシア聖教など（10％）

略　史
13世紀 リーガ、ハンザ同盟都市として繁栄
16～17世紀 スウェーデンによる支配（リーガはスウェーデン領内で最大の都市となる）
18～19世紀 ロシアによる支配
1918年 独立を宣言
1940年 ソ連による併合
1991年 独立回復
1994年 ロシア軍撤退（ただし、スクルンダ・レーダー基地は2000年２月まで存続）
1995年 欧州評議会加盟

政治体制・内政
１．政　体 共和制
２．元　首 ウルマニス大統領

93年、独立回復後初の選挙で成立した国会より選出（任期３年）。
96年、国会による選出投票にて再選され、２期目を務める。

３．議　会 一院制（任期４年）、100議席（比例代表制）
４．内　政
95年10月の総選挙の結果、国会は小党分立状態となり、民間人のシュチェーレ氏を首班とする連立内閣が成立した。同内閣は

ＥＵ加盟を目標として積極的な経済改革を推進したが、97年７月、汚職法防止違反問題を契機とする首相と与党との間の亀裂の
表面化から総辞職し、８月、クラスツ経済相を首班とする新内閣が発足した。クラスツ内閣は前政権の路線を引き継ぎ、ＥＵ加
盟、均衡予算の実現などを目標に掲げた。98年３月からの対露関係の悪化により民主党サイムニエクスが政権を離脱、内閣は危
機に陥ったかに見えたがクラスツ首相はこれを乗り切り、10月の総選挙まで政権を維持した。10月の総選挙では改革の推進を掲
げる４政党が合わせて70議席を獲得し中道右派の安定政権誕生が期待されたが、政治家個人間の確執などにより、シュチューレ
元首相の国民党を除いた３党による少数派内閣が誕生した（首相はクリシュトパンス）。同内閣の社会民主連合の支持への依存が
不安材料であったが、99年２月に同連合と協力取極めが結ばれて、同連合から農相が入閣し、99年度予算も無事成立した。

経　済
１．概　況
94年から市場経済化のための体制改革が進められてきている。95年の銀行危機は経済全体に影響を及ぼしたが、96年、経済は

急速に回復、97年予算は均衡予算となった。98年も経済は堅調な動きを見せていたが、露の経済危機により露への輸出が減少、特
に食品業や繊維工業などで従業員の大量解雇にふみ切る企業もあり、失業率の上昇、成長率の鈍化が懸念される。
２．主要指標
（1）１人当たりＧＤＰ（97年） 2,078ドル （日本：36,509ドル）
（2）ＧＤＰ（97年） 55億3,638万ドル 日本：４兆5,952億ドル（499兆8,659億円）
（3）経済（ＧＤＰ）成長率 97年：6.5％（96年：3.3％） 日本　97年：0.1％（96年：3.4％）
（4）物価上昇率 97年：8.4％（96年：17.6％） 日本　97年：2.0％（96年：0.1％）
（5）失業率 97年：7.0％（96年：7.2％） 日本　97年：3.4％（96年：3.4％）
（6）為替レート（97年平均）　対ドル・ラッツ　0.58
３．貿　易
対外貿易は、94年に入超に転じて以来、貿易収支赤字が拡大している。主要貿易相手としては、地域別では、95年以降ＥＵ諸

国がＣＩＳ諸国を上回っている。
（1）96年輸入総額　12億7,817万ラッツ、輸出総額　７億9,517万ラッツ

97年輸入総額　15億8,235万ラッツ、輸出総額　９億7,175万ラッツ
（2）97年は、ＥＵ諸国が輸入総額の53.2％、輸出総額の48.9％、ＣＩＳ諸国がそれぞれ17.9％、29.5％

国別では露が輸入総額の15.6％、輸出総額の21％、独がそれぞれ16％、13.8％
４．財　政
（1）国家予算（98年度） 歳入14億1,100万ラッツ（約24億3,000万ドル）

歳出15億2,500万ラッツ（約26億2,000万ドル）
（2）財政収支（97年度）5,800万ラッツの黒字で独立回復後初の財政均衡を達成

　　　　（98年度）530万ラッツの黒字
５．外国直接投資
ラトヴィアへの直接投資が多い上位５か国は、デンマーク（2,181億6,750万ラッツ）、露（1,095億320万ラッツ）、米（1,049億

9,270万ラッツ）、独（436億8,880万ラッツ）、英（428億2,130万ラッツ）。＊（　）内の数字は93年から96年までの累積

ラトヴィア共和国の概要

（平成 11年３月現在）
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対外関係
１．外　交
（1）基本方針
①ＥＵ、ＮＡＴＯへの加盟を目標とし欧州の政治、経済及び安全保障体制への参入を志向
②バルト三国間及び北欧諸国との協力推進
③ロシアとの善隣友好関係の構築

（2）当面の課題
①ＥＵと新規加盟希望国との交渉開始への参加、ＥＵ加盟に向けてＥＵ基準に沿った法制度等の整備
②ＮＡＴＯ拡大の動きに合わせ、ＮＡＴＯ加盟をめざす。
③ロシアとの対等な善隣友好関係構築に向け、実務関係など地道な外交努力を重ねる。
④他のバルト諸国及び北欧等バルト海沿岸諸国との協力関係緊密化

２．国防
（1）兵力　国防軍は陸、海、空合わせて約3,300人。

この他、ラトヴィアに忠誠を誓う18歳以上の男女ボランティアで構成されるホームガード（郷土防衛隊）がある（総兵力約１
万6,500人、常勤約900人）。

（2）予算　国家予算の約1.9％（98年度）

日本との関係
１．政治関係

伝統的友好関係にあり、日本は、ラトヴィアの民主化・市場経済化への努力を支援しており、ラトヴィア側からの期待も大き
い。

２．通商関係
（1）貿易（97年）（通関統計）

日本の対ラトヴィア輸出：７億6,500万円　品目：自動車、金銭登録機、送信機器
　　　　　　　　　輸入：14億3,200万円　　　　鉱物性及び化学肥料、ガラス繊維など

（2）95年、特恵関税の適用対象国とした。
３．経済協力

ラトヴィアの独立回復後、同国の安定的改革支援に向けて、国際収支改善及びインフラ整備のための輸銀融資を行っている。96
年、ラトヴィアを含むバルト三国を円借款及び技術協力の対象国とすることを決定、96年度は３名、97年度は６名、98年度は８
名の研修員を受入れ、99年２月にはエネルギー分野の専門家を派遣した。また、97年５月には同三国を文化無償協力の対象国と
し、ラトヴィアには98年、リエパーヤ交響楽団への楽器供与を決定した。

４．文化関係
リーガ日本語学校及びラトヴィア大学の日本語講座が同国における日本語教育を行っている。94年、ラトヴィア・日本友好協

会が正式に登録された。また、96年１月よりジャパン・インフォメーション・センターが我が国に関する広報活動を行っている。
５．外交関係

1925年　通商航海条約調印
1926年　東京にラトヴィア領事館開設
1929年　リーガに日本公使館開設
1940年　ソ連への併合に伴い、領事館及び公使館閉鎖
1991年　独立回復に伴い外交関係再開
1992年　在スウェーデン日本国大使館によるラトヴィア兼轄開始
1996年　リーガにジャパン・インフォメーション・センター開設
1997年　在京ラトヴィア・インフォメーション・センター開設

６．在留邦人数　６人
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